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【地方独立行政法人宮城県立病院機構】 （単位：円）

 資 産 の 部

 Ⅰ　固 定 資 産

　　　１　有形固定資産

　　　　　　土地 1,303,590,000

　　　　　　建物 10,507,484,760

　　　　　　建物減価償却累計額 5,432,826,807 5,074,657,953

　　　　　　構築物 202,110,727

　　　　　　構築物減価償却累計額 141,080,135 61,030,592

　　　　　　器械備品 7,453,923,560

　　　　　　器械備品減価償却累計額 5,705,196,530 1,748,727,030

　　　　　　車両 19,352,700

　　　　　　車両減価償却累計額 11,883,557 7,469,143

　　　　　　その他有形固定資産 2,450,000

　　　　　　有形固定資産合計 8,197,924,718

　　２　無形固定資産

　　　　　　ソフトウエア 472,202,847

　　　　　　電話加入権 578,000

　　　　　　無形固定資産合計 472,780,847

　　３　投資その他の資産

　　　　　長期前払消費税 401,286,036

　　　　　その他 142,180

　　　　　投資その他の資産合計 401,428,216

　　　　　　　　　　　固定資産合計 9,072,133,781

 Ⅱ　流 動 資 産

現金及び預金 1,407,484,253

医業未収金 2,172,962,999

貸倒引当金 △ 26,168,080 2,146,794,919

未収金 42,414,169

貸倒引当金 △ 1,975,300 40,438,869

医薬品 94,257,467

診療材料 65,573,984

貯蔵品 4,974,484

その他流動資産 108,214,974

流動資産合計 3,867,738,950

資産合計 12,939,872,731

貸 借 対 照 表
（　令和６年３月３１日現在　）

科　　　目 金　　額
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（単位：円）

 負 債 の 部

 Ⅰ　固 定 負 債

　　　  資産見返負債（注）

　　　　　 資産見返補助金等 159,403,649

　　　　　 資産見返寄附金 40,002,506

　　　　　 資産見返物品受贈額 4,250,172 203,656,327

　　　　長期借入金 4,569,683,832

　　　　移行前地方債償還債務 530,221,759

　　　　引当金

　　　　　 退職給付引当金 4,667,709,802 4,667,709,802

　　　　長期リース債務 327,748,694

　　　　　　　　　　固定負債合計 10,299,020,414

 Ⅱ　流 動 負 債

        寄附金債務 11,116,701

　　　　１年以内返済予定移行前地方債償還債務 83,250,263

　　　　１年以内返済予定長期借入金 705,417,355

　　　　医業未払金 1,241,766,193

　　　　未払金 286,095,377

　　　　1年以内支払予定リース債務 156,011,527

　　　　未払消費税等 4,777,300

　　　　前受金 196,818,488

　　　　預り金 69,332,158

　　　　引当金

　　　　　　　賞与引当金 412,184,816

　　　　　　　　　　流動負債合計 3,166,770,178

　　　　　　　　　　　負債合計 13,465,790,592

 純 資 産 の 部

 Ⅰ　資本金

　　　　設立団体出資金 160,235,890

　　　　　　　　　　　資本金合計 160,235,890

 Ⅱ　資本剰余金

　　　　資本剰余金（運営負担金） 609,622,238

　　　　　　　　　　　資本剰余金合計 609,622,238

 Ⅲ　繰越欠損金

　　　　当期未処理損失 △ 1,295,775,989

　　　　（うち当期総損失） （ △ 818,800,431 ）

　　　　　　　　　　　繰越欠損金合計 △ 1,295,775,989

　　　　　　　　　　　　純資産合計 △ 525,917,861

　　　　　　　　　　　負債純資産合計 12,939,872,731

　（注）これらは、地方独立行政法人固有の会計処理に伴う勘定科目である。

科　　　目 金　　額

貸 借 対 照 表
（　令和６年３月３１日現在　）
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【地方独立行政法人宮城県立病院機構】 （単位：円）

 営 業 収 益
　　医業収益
　　　　入院収益 7,230,389,978
　　　　外来収益 4,520,967,869
　　　　その他医業収益 393,646,404 12,145,004,251
　　運営費負担金収益（注） 2,259,588,000
　　補助金等収益（注） 360,941,000
　　寄附金収益（注） 188,024
　　資産見返運営費負担金戻入（注） 516,776,000
　　資産見返補助金等戻入（注） 28,891,423
　　資産見返寄附金戻入（注） 12,032,400
　　資産見返物品受贈額戻入（注） 373,403
　　営業収益合計 15,323,794,501

 営 業 費 用
　　医業費用
　　　　給与費 7,277,307,963
　　　　材料費 4,112,808,600
　　　　経費 2,480,544,336
　　　　減価償却費 1,183,631,715
　　　　研究研修費 150,322,212 15,204,614,826
　　一般管理費
　　　　給与費 146,789,219
　　　　経費 22,383,052
　　　　減価償却費 22,719,803 191,892,074
　　取得資産に係る控除対象外消費税償却 84,350,010
　　控除対象外消費税（消費税損失） 650,427,194
　　営業費用合計 16,131,284,104

　　　　　営業損失 △ 807,489,603

 営 業 外 収 益
　　運営費負担金収益（注） 29,010,000
　　寄附金収益（注） 198,000
　　財務収益 9
　　その他営業外収益 54,910,323
　　営業外収益合計 84,118,332

 営 業 外 費 用
　　財務費用 36,503,560
　　その他営業外費用 47,980,926
　　営業外費用合計 84,484,486

　　　　　経常損失 △ 807,855,757

 臨 時 利 益
　　貸倒引当金戻入益 482,208
　　臨時利益合計 482,208

 臨 時 損 失
　　固定資産除却費 294
　　過年度損益修正損 3,545,588
　　その他臨時損失 7,881,000
　　臨時損失合計 11,426,882

　　　　　当期純損失 △ 818,800,431

　　　　　当期総損失 △ 818,800,431

　（注）これらは、地方独立行政法人固有の会計処理に伴う勘定科目である。

損 益 計 算 書
（　令和５年４月１日から令和６年３月３１日まで　）

科　　　目 金　　額
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【地方独立行政法人宮城県立病院機構】 （単位：円）

科　　　　　目

Ⅰ　業務活動によるキャッシュ・フロー

　　　医療材料の購入による支出 △ 4,633,766,865

　　　人件費支出 △ 7,674,540,654

　　　その他業務支出 △ 2,826,498,630

　　　医業収入 12,213,843,065

　　　運営費負担金収入 2,517,324,238

　　　補助金等収入 674,657,000

　　　寄附金収入 626,349

　　　その他業務収入 77,902,515

　　　　小計 349,547,018

　　　利息受取額 9

　　　利息支払額 △ 36,503,560

　　業務活動によるキャッシュ・フロー 313,043,467

Ⅱ　投資活動によるキャッシュ・フロー

　　　有形固定資産の取得による支出 △ 390,514,745

　　　運営費負担金収入 516,776,000

　　　補助金の受入による収入 65,890,000

　　投資活動によるキャッシュ・フロー 192,151,255

Ⅲ　財務活動によるキャッシュ・フロー

　　　短期借入金による収入 500,000,000

　　　短期借入金の返済による支出 △ 500,000,000

　　　長期借入金による収入 502,400,000

　　　長期借入金の返済による支出 △ 679,702,346

　　　移行前地方債償還債務の償還による支出 △ 102,766,802

　　　リース債務の返済による支出 △ 160,371,887

　　財務活動によるキャッシュ・フロー △ 440,441,035

Ⅳ　資金増加額（又は減少額） 64,753,687

Ⅴ　資金期首残高 1,342,730,566

Ⅵ　資金期末残高 1,407,484,253

金　　額

キャッシュ・フロー計算書

（　令和５年４月１日から令和６年３月３１日まで　）
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【地方独立行政法人　宮城県立病院機構】 （単位：円）

科　　　目

Ⅰ　当期未処理損失 △ 1,295,775,989

　　　　当期総損失 △ 818,800,431

　　　　前期繰越欠損金 △ 476,975,558

Ⅱ　損失処理額 0

Ⅲ　次期繰越欠損金 △ 1,295,775,989

損失の処理に関する書類
（　令和６年９月６日　）

金　　　額
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【地方独立行政法人宮城県立病院機構】 （単位：円）

Ⅰ　損益計算書上の費用

　　　医業費用 15,204,614,826

　　　一般管理費 191,892,074

　　　取得資産に係る控除対象外消費税償却 84,350,010

　　　控除対象外消費税（消費税損失） 650,427,194

　　　営業外費用 84,484,486

　　　臨時損失 11,426,882

　　　　　　　　損益計算書上の費用合計 16,227,195,472

Ⅱ　その他行政コスト

　　　　　　　　その他行政コスト合計 0

Ⅲ　行政コスト 16,227,195,472

（　令和５年４月１日から令和６年３月３１日まで　）

行政コスト計算書

科　　　目 金　　額
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I　重要な会計方針

  　　

　　

　１　運営費負担金収益の計上基準
　期間進行基準を採用しております。
　ただし、長期借入金利息等については費用進行基準を採用しております。

　２　減価償却の会計処理方法
　（１）　有形固定資産

　定額法を採用しております。
　なお、主な資産の耐用年数は以下のとおりです。

建物　４年～３９年
構築物　３年～３７年

　 機器備品　２年～２１年
車両　２年～６年

　（２）　無形固定資産
　定額法を採用しております。

　（３）　リース資産

　３　退職給付に係る引当金及び見積額の計上基準

　４　貸倒引当金の計上基準

　５　賞与引当金の計上基準

　６　棚卸資産の評価基準及び評価方法

　７　リース取引の処理方法

　８　消費税等の会計処理

注　　記　　事　　項

　数理計算上の差異は、各事業年度の発生時における役職員の平均残存勤務期間以内の一定の
年数(１０年)による定額法により按分した額をそれぞれ発生の翌事業年度から費用処理するこ
ととしております。

　役職員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務の見込額に基づき計上
しております。

　なお、法人内利用ソフトウェアについては、法人内における利用可能期間に基づいて償
却しております。

　役職員に対して支給する賞与に備えるため、当事業年度に負担すべき支給見込額を計上して
おります。

　債権の貸倒れによる損失に備えるため、貸倒懸念債権等特定の債権については、個別に回収
可能性を勘案し、回収不能見込額を計上しております。

　退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当事業年度末までの期間に帰属させる方法
については期間定額基準によっております。
　過去勤務費用は、その発生時における職員の平均残存勤務期間内の一定の年数（１０年）に
よる定額法により費用処理しております。

　「地方独立行政法人会計基準及び地方独立行政法人会計基準注解」（令和４年８月３１日改
訂）並びに「『地方独立行政法人会計基準及び地方独立行政法人会計基準注解』に関するＱ＆
Ａ【公営企業型版】」（令和６年３月改訂）（以下「地方独立行政法人会計基準等」とい
う。）を適用して、財務諸表等を作成しております。

　なお、地方独立行政法人会計基準等のうち、収益認識に関する会計基準の導入による改訂内
容については、令和６事業年度から適用します。

　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっております。

　医薬品、診療材料及び貯蔵品とも、最終仕入原価法に基づく低価法によっております。

　消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。

　リース料総額が３００万円以上のファイナンス・リース取引については、通常の売買取引に
係る方法に準じた会計処理によっております。リース料総額が３００万円未満のファイナン
ス・リース取引については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっておりま
す。
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Ⅱ　金融商品関係の時価等に関する事項

　１　金融商品関係の状況に関する事項

　２　金融商品関係の時価に関する事項

（単位：円）
       区　　分 貸借対照表計上額 時　　価 差　　額
(1) 長 期 借 入 金 (5,275,101,187) (5,142,548,564) (△ 132,552,623)
(2) 移行前地方債

償 還 債 務
(613,472,022) (646,771,771) (33,299,749)

(3) リ ー ス 債 務 (483,760,221) (481,309,113) (△ 2,451,108)

　（注１）負債で計上されているものは（　）で表示しております。
　（注２）時価の算定に用いた評価技法及びインプットの説明
　　　　　金融商品の時価を、時価の算定に用いたインプットの観察可能性及び重要性に応じて、
　　　　　以下の三つのレベルに分類しております。
　　　　　・レベル１の時価：同一の資産又は負債の活発な市場における（無調整の）相場価格に
　　　　　より算定した時価
　　　　　・レベル２の時価：レベル１のインプット以外の直接又は間接的に観察可能なインプット
　　　　　を用いて算定した時価
　　　　　・レベル３の時価：重要な観察できないインプットを使用して算定した時価

・　(1)長期借入金、(2)移行前地方債償還債務、(3)リース債務

Ⅲ　キャッシュ・フロー計算書関係

　１　資金の期末残高と貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係
現金及び預金勘定 1,407,484,253 円
現金及び預金勘定のうち定期預金 0 円
資金期末残高 1,407,484,253 円

　２　重要な非資金取引
106,134,600 円

Ⅳ　行政コスト計算書関係
　１　公営企業型地方独立行政法人の業務運営に関して住民等の負担に帰せられるコスト

行政コスト 16,227,195,472 円
自己収入等 △ 12,155,352,901 円
機会費用

3,371,591 円

6,375,000 円
7,641,000 円

4,081,589,162 円
546,040,826 円

　当法人の資金運用は、預金並びに国債、地方債、政府保証債等に限定し、資金調達について
は設立団体からの借入により資金を調達しております。
　未収債権等に係る回収リスクは、未収金取扱要領に沿ってリスク低減を図っております。

　期末日における貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりでありま
す。また、現金は注記を省略しており、預金、未収金、未払金は短期間で決済されるため時価
が帳簿価額に近似することから、注記を省略しております。

　借入金等の使途は運転資金（主として短期借入金）及び事業投資資金（長期）であり、設立
団体の長により認可された資金計画に従って、資金調達を行っております。

　長期借入金、移行前地方債償還債務、リース債務の時価は、元利金の合計額と、当該債
務の残存期間及び信用リスクを加味した利率を基に、割引現在価値法により算定してお
り、レベル２の時価に分類しております。

　無利子又は通常より有利な条件
　地方公共団体出資等の機会費用

　退職給付増加相当額
　による融資取引の機会費用

ファイナンス・リースによる資産の取得

公営企業型地方独立行政法人の業務運営に

関して住民等の負担に帰せられるコスト

（内数）減価償却充当補助金
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　２　機会費用の計上方法
　（１）　地方公共団体出資等から生ずる機会費用の計算に使用した利率

　　　 

　（２）　政府又は地方公共団体の無利子又は通常よりも有利な条件による融資取引の機会費用の
　　　　計算に使用した利率

　（３）　国又は地方公共団体との人事交流による出向職員から生ずる機会費用 の計算方法

Ⅴ　オペレーティング・リース取引関係
該当ありません。

Ⅵ　固定資産の減損関係

　１　固定資産のグルーピングの方法

　２　共用資産の取扱い
　（１）　共用資産の概要 （単位：円）

名　　称 固定資産額
　法人本部 41,198,865

　（２）　共用資産の取扱いの方法

ます。

　３　減損の兆候が認められた固定資産

Ⅶ　退職給付関係
　１　採用している退職給付制度の概要

　２　確定給付制度
　（１）退職給付債務の期首残高と期末残高の調整表

期首における退職給付債務 4,933,535,370 円
勤務費用 301,623,787 円
利息費用 39,468,282 円
数理計算上の差異の当期発生額 1,212,254 円
退職給付の支払額 △ 422,782,783 円
期末における退職給付債務 4,853,056,910 円

　（２）退職給付債務と貸借対照表に計上された退職給付引当金の調整表

非積立型制度の末積立退職給付債務 4,853,056,910 円
未認識数理計算上の差異 △ 256,379,252 円
未認識過去勤務費用 71,032,144 円
退職給付引当金　　 4,667,709,802 円

　当法人においては、継続的に収支の把握を行っている各病院単位を１つの資産グループとし
て取り扱っております。

　共用資産に係る減損の兆候の把握等は、２病院に法人本部を加えた機構全体で行い

宮城県名取市愛島塩手字野田山４７－１
場　　所

　該当事項はありません。

　当法人は、職員の退職給付に充てるため、非積立型の退職一時金制度を採用しております。
当該制度では、給与と勤務期間に基づいた一時金を支給しております。

　事業年度末に在籍する派遣職員について、期末の自己都合要支給額から期首の自己都合
要支給額を控除して計算しております。

　宮城県からの無利子の短期借入金については、市中金融機関からの借入利息１．２７
５％にて計算しております。

　１０年利付国債の令和６年３月末における利回りを参考に０．７２５％で計算しており
ます。
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　（３）退職給付に関連する損益
勤務費用 301,623,787 円
利息費用 39,468,282 円
数理計算上の差異の当期の費用処理額 2,788,112 円
過去勤務費用の当期の費用処理額 △ 14,914,900 円
合計 328,965,281 円

　（４）数理計算上の計算基礎に関する事項
期末における主要な数理計算上の計算基礎（加重平均で表している。）
割引率 0.80%

Ⅷ　賃貸等不動産関係
　賃貸等不動産の総額に重要性が乏しいため、注記を省略しております。

Ⅸ　資産除去債務
　該当事項はありません。

Ⅹ　重要な債務負担行為

（単位：円）

契 約 内 容 病 院 名 契 約 金 額
翌事業年度以
降の支払金額

トモセラピーシス
テム保守点検業務
（R4～R7）

がんセンター 112,860,000 37,620,000

リニアック保守点
検業務（R4～R7）

がんセンター 148,579,200 49,526,400

医療情報システム
保守業務（R5～
R9）

がんセンター 346,979,985 259,912,950

医事業務
 (R5～R9)

精神医療センター
がんセンター

687,297,600 515,473,200

建物総合管理業務
（R6～R9）

精神医療センター
がんセンター

483,991,200 483,991,200

清掃業務委託
（R6～R8）

がんセンター 196,416,000 196,416,000

物品・薬品管理業
務
（R6～R9）

がんセンター 189,208,800 189,208,800

中央材料室滅菌業
務（R6～R9）

がんセンター 189,129,600 189,129,600

Ⅺ　重要な後発事象

Ⅻ　その他地方独立行政法人の状況を適切に開示するために必要な事項
　令和５年１２月２１日開催の理事会の決議の基づき、仙台赤十字病院と宮城県立がんセン
ターの統合（以下「本統合」という。）に関して、同年同月２２日に、日本赤十字社、宮城県
及び当法人との間で、「仙台赤十字病院と宮城県立がんセンターの統合に向けた基本合意書」
を締結いたしました。

　該当事項はありません。

　当事業年度末までに契約を締結し、翌事業年度以降に支払いが発生する重要なものは、以下
のとおりです。
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　１　目的

　２　本統合の概要等

　３　今後の見通し

　本統合については、仙台医療圏における救急医療や周産期医療等の政策医療の課題解決や、
「がんを総合的に治療できる機能を有する病院」の実現を目指すものであり、この合意によ
り、立地場所や運営主体などの基本的な事項について決定し、今後、新病院の具体的な内容に
ついて検討を進めてまいります。

　本統合は、日本赤十字社が設置する仙台赤十字病院と当法人が設置する宮城県立がんセン
ターを統合し、新病院を設置するものです。新病院の設置及び運営は、日本赤十字社が行うこ
ととしています。
　新病院の開院時期は、令和１０年中を目途とし、具体的な時期は、今後の協議により決定さ
れます。

　本統合に関する具体的な内容については、今後、日本赤十字社、宮城県及び当法人で協
議・検討してまいります。
　当法人の翌事業年度以降の業績に与える影響は未定です。
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定
資

産

計

有
形

固
定

資
産

(減
価

償
却

相
当

額
)

建
物

構
築

物

摘
要

減
価

償
却

累
計

額

有
形

固
定

資
産

(減
価

償
却

費
)

建
物

構
築

物

器
械

備
品

車
両

計

期
首

残
高

当
期

増
加

額
当

期
減

少
額

期
末

残
高

差
引

当
期

末
残

高
資

産
の

種
類
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(2
)　

棚
卸

資
産

の
明

細

(単
位

：
円

)

当
期

購
入

・
製

造
・
振

替
そ

の
他

払
出

・
振

替
そ

の
他

(注
)

9
7
,9

1
9
,0

6
3

3
,5

0
0
,5

5
1
,2

2
0

0
3
,5

0
0
,0

3
7
,9

2
4

4
,1

7
4
,8

9
2

9
4
,2

5
7
,4

6
7

6
3
,8

4
1
,1

4
3

6
0
8
,4

9
0
,1

1
3

0
6
0
3
,7

8
5
,6

7
4

2
,9

7
1
,5

9
8

6
5
,5

7
3
,9

8
4

4
,6

4
5
,0

9
4

1
0
3
,6

8
8
,6

2
4

0
1
0
3
,3

5
9
,2

3
4

0
4
,9

7
4
,4

8
4

1
6
6
,4

0
5
,3

0
0

4
,2

1
2
,7

2
9
,9

5
7

0
4
,2

0
7
,1

8
2
,8

3
2

7
,1

4
6
,4

9
0

1
6
4
,8

0
5
,9

3
5

(注
)当

期
減

少
額

の
そ

の
他

に
は

、
期

限
切

れ
に

よ
り

廃
棄

又
は

滅
失

し
た

資
産

を
記

載
し

て
お

り
ま

す
。

(3
)　

長
期

借
入

金
の

明
細

(単
位

：
円

)

期
首

残
高

当
期

増
加

当
期

減
少

期
末

残
高

平
均

利
率

(%
)

返
済

期
限

摘
要

3
6
3
,4

4
0
,0

0
0

―
1
8
,1

7
2
,0

0
0

3
4
5
,2

6
8
,0

0
0

1
.5

0
0
%

令
和

2
5
年

3
月

3
0
日

4
2
2
,7

0
2
,6

0
8

―
1
7
,4

4
5
,2

6
8

4
0
5
,2

5
7
,3

4
0

1
.4

0
0
%

令
和

2
6
年

3
月

2
0
日

1
1
2
,0

7
6
,9

2
5

―
4
,4

8
0
,0

7
8

1
0
7
,5

9
6
,8

4
7

1
.2

0
0
%

令
和

2
7
年

3
月

2
0
日

1
4
5
,5

4
4
,0

0
0

―
6
,3

2
8
,0

0
0

1
3
9
,2

1
6
,0

0
0

0
.5

0
0
%

令
和

2
8
年

3
月

2
0
日

3
5
6
,6

4
0
,0

0
0

―
1
4
,8

6
0
,0

0
0

3
4
1
,7

8
0
,0

0
0

0
.6

0
0
%

令
和

2
9
年

3
月

2
0
日

2
8
9
,8

0
0
,0

0
0

―
1
1
,5

9
2
,0

0
0

2
7
8
,2

0
8
,0

0
0

0
.4

0
0
%

令
和

3
0
年

3
月

2
9
日

1
6
2
,2

7
5
,0

0
0

―
1
6
2
,2

7
5
,0

0
0

0
0
.0

8
4
%

令
和

6
年

3
月

2
7
日

6
6
,2

0
0
,0

0
0

―
0

6
6
,2

0
0
,0

0
0

0
.2

2
4
%

令
和

3
1
年

3
月

2
9
日

5
4
,2

0
0
,0

0
0

―
0

5
4
,2

0
0
,0

0
0

0
.4

0
0
%

令
和

3
1
年

3
月

2
0
日

2
7
2
,0

0
0
,0

0
0

―
1
3
6
,0

0
0
,0

0
0

1
3
6
,0

0
0
,0

0
0

0
.0

8
4
%

令
和

7
年

3
月

2
7
日

4
6
4
,0

0
0
,0

0
0

―
0

4
6
4
,0

0
0
,0

0
0

0
.1

4
6
%

令
和

3
2
年

3
月

2
8
日

1
2
,9

0
0
,0

0
0

―
4
,3

0
0
,0

0
0

8
,6

0
0
,0

0
0

0
.0

0
2
%

令
和

8
年

3
月

2
0
日

3
0
3
,6

0
0
,0

0
0

―
1
0
1
,2

0
0
,0

0
0

2
0
2
,4

0
0
,0

0
0

0
.0

8
4
%

令
和

8
年

3
月

2
6
日

3
6
,2

2
5
,0

0
0

―
1
2
,0

7
5
,0

0
0

2
4
,1

5
0
,0

0
0

0
.0

8
4
%

令
和

8
年

3
月

2
6
日

2
4
1
,8

0
0
,0

0
0

―
0

2
4
1
,8

0
0
,0

0
0

0
.2

1
0
%

令
和

3
3
年

3
月

2
7
日

1
1
9
,2

0
0
,0

0
0

―
0

1
1
9
,2

0
0
,0

0
0

0
.5

0
0
%

令
和

3
3
年

3
月

2
0
日

7
6
3
,9

0
0
,0

0
0

―
1
9
0
,9

7
5
,0

0
0

5
7
2
,9

2
5
,0

0
0

0
.0

8
4
%

令
和

9
年

3
月

2
9
日

2
5
8
,6

0
0
,0

0
0

―
0

2
5
8
,6

0
0
,0

0
0

0
.2

5
0
%

令
和

3
4
年

3
月

2
9
日

2
2
9
,1

0
0
,0

0
0

―
0

2
2
9
,1

0
0
,0

0
0

0
.7

0
0
%

令
和

3
4
年

3
月

2
0
日

2
9
,6

0
0
,0

0
0

―
0

2
9
,6

0
0
,0

0
0

0
.7

0
0
%

令
和

3
4
年

3
月

2
0
日

5
6
2
,5

0
0
,0

0
0

―
0

5
6
2
,5

0
0
,0

0
0

0
.1

3
1
%

令
和

1
0
年

3
月

2
1
日

1
6
9
,0

0
0
,0

0
0

―
0

1
6
9
,0

0
0
,0

0
0

0
.1

3
1
%

令
和

1
0
年

3
月

2
1
日

1
7
,1

0
0
,0

0
0

―
0

1
7
,1

0
0
,0

0
0

1
.3

0
0
%

令
和

3
5
年

3
月

2
0
日

0
4
6
3
,4

0
0
,0

0
0

0
4
6
3
,4

0
0
,0

0
0

0
.2

9
6
%

令
和

1
1
年

3
月

2
2
日

0
3
9
,0

0
0
,0

0
0

0
3
9
,0

0
0
,0

0
0

0
.7

5
8
%

令
和

3
6
年

3
月

2
2
日

5
,4

5
2
,4

0
3
,5

3
3

5
0
2
,4

0
0
,0

0
0

6
7
9
,7

0
2
,3

4
6

5
,2

7
5
,1

0
1
,1

8
7

―
―

施
設

整
備

事
業

貸
付

金

医
療

機
械

器
具

整
備

事
業

貸
付

金

施
設

整
備

事
業

貸
付

金

施
設

整
備

事
業

貸
付

金

医
療

機
械

器
具

整
備

事
業

貸
付

金

医
療

機
械

器
具

整
備

事
業

貸
付

金

医
薬

品

期
首

残
高

施
設

整
備

事
業

貸
付

金

区
　

　
分

施
設

整
備

事
業

貸
付

金

診
療

材
料

施
設

整
備

事
業

貸
付

金

医
療

機
械

器
具

整
備

事
業

貸
付

金

医
療

機
械

器
具

整
備

事
業

貸
付

金

施
設

整
備

事
業

貸
付

金

施
設

整
備

事
業

貸
付

金

施
設

整
備

事
業

貸
付

金

当
期

増
加

額

貯
蔵

品

医
療

機
械

器
具

整
備

事
業

貸
付

金

施
設

整
備

事
業

貸
付

金

施
設

整
備

事
業

貸
付

金

施
設

整
備

事
業

貸
付

金

医
療

機
械

器
具

整
備

事
業

貸
付

金

施
設

整
備

事
業

貸
付

金 計

施
設

整
備

事
業

貸
付

金

施
設

整
備

事
業

貸
付

金

医
療

機
械

器
具

整
備

事
業

貸
付

金

施
設

整
備

事
業

貸
付

金

種
　

　
類

当
期

減
少

額

施
設

整
備

事
業

貸
付

金

期
末

残
高

摘
要

計
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(4
)　

移
行

前
地

方
債

償
還

債
務

の
明

細
(単

位
：円

)

期
首

残
高

当
期

増
加

当
期

減
少

期
末

残
高

利
率

(%
)

償
還

期
限

摘
要

21
,0

70
,1

20
―

21
,0

70
,1

20
0

3
.6

5
0
%

令
和

6
年

3
月

1
日

26
,3

30
,1

27
―

5,
04

8,
33

5
21

,2
8
1
,7

9
2

2
.1

0
0
%

令
和

1
0
年

3
月

1
日

10
0,

48
2,

50
5

―
15

,8
84

,7
82

84
,5

9
7
,7

2
3

2
.1

0
0
%

令
和

1
1
年

3
月

1
日

15
,9

26
,6

22
―

2,
51

7,
76

1
13

,4
0
8
,8

6
1

2
.1

0
0
%

令
和

1
1
年

3
月

1
日

97
,6

80
,7

43
―

13
,0

55
,3

42
84

,6
2
5
,4

0
1

2
.2

0
0
%

令
和

1
2
年

3
月

2
0
日

28
,8

48
,9

81
―

2,
93

2,
14

8
25

,9
1
6
,8

3
3

2
.2

0
0
%

令
和

1
4
年

3
月

1
日

24
3,

09
5,

10
1

―
24

,7
07

,6
62

21
8
,3

8
7
,4

3
9

2
.2

0
0
%

令
和

1
4
年

3
月

1
日

18
2,

80
4,

62
5

―
17

,5
50

,6
52

16
5
,2

5
3
,9

7
3

0
.9

0
0
%

令
和

1
5
年

3
月

2
5
日

71
6,

23
8,

82
4

―
10

2,
76

6,
80

2
61

3
,4

7
2
,0

2
2

公
営

企
業

金
融

公
庫

財
務

省
財

政
融

資
資

金

財
務

省
財

政
融

資
資

金

財
務

省
財

政
融

資
資

金

計

銘
　

　
　

　
柄

大
蔵

省
資

金
運

用
部

大
蔵

省
資

金
運

用
部

大
蔵

省
資

金
運

用
部

大
蔵

省
資

金
運

用
部
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(5
)　

引
当

金
の

明
細

　
　

　
　

　
(単

位
：
円

)

目
的

使
用

そ
の

他
(注

)

4
,7

6
1
,5

2
7
,3

0
4

3
2
8
,9

6
5
,2

8
1

4
2
2
,7

8
2
,7

8
3

0
4
,6

6
7
,7

0
9
,8

0
2

4
0
4
,9

8
5
,2

1
6

4
1
2
,1

8
4
,8

1
6

4
0
4
,9

8
5
,2

1
6

0
4
1
2
,1

8
4
,8

1
6

2
8
,6

1
4
,5

6
1

1
5
6
,5

1
7

1
4
5
,4

9
0

4
8
2
,2

0
8

2
8
,1

4
3
,3

8
0

（
注

1
）

5
,1

9
5
,1

2
7
,0

8
1

7
4
1
,3

0
6
,6

1
4

8
2
7
,9

1
3
,4

8
9

4
8
2
,2

0
8

5
,1

0
8
,0

3
7
,9

9
8

（
注

1
）
貸

倒
引

当
金

の
当

期
減

少
額

の
そ

の
他

は
、

回
収

に
よ

る
取

崩
し

に
よ

る
も

の
で

す
。

(6
)　

資
本

剰
余

金
の

明
細

(単
位

：
円

)

期
首

残
高

当
期

増
加

額
当

期
減

少
額

期
末

残
高

3
8
0
,8

9
6
,0

0
0

2
2
8
,7

2
6
,2

3
8

0
6
0
9
,6

2
2
,2

3
8

3
8
0
,8

9
6
,0

0
0

2
2
8
,7

2
6
,2

3
8

0
6
0
9
,6

2
2
,2

3
8

摘
要

期
末

残
高

当
期

増
加

額
当

期
減

少
額

期
首

残
高

区
　

　
　

分

運
営

費
負

担
金

計

区
　

　
　

　
分

摘
要

資
本

助
成

の
受

入
に

よ
る

増

退
職

給
付

引
当

金

賞
与

引
当

金

貸
倒

引
当

金

計

-16-



(7
)　

運
営

費
負

担
金

債
務

及
び

運
営

費
負

担
金

収
益

の
明

細

　
ア

　
運

営
費

負
担

金
債

務
（単

位
：円

）

運
営

費
負

担
金

収
益

資
産

見
返

運
営

費
負

担
金

資
本

剰
余

金
小

計

令
和

５
年

度
0

3,
03

4
,1

00
,2

38
2
,2

88
,5

9
8,

00
0

51
6,

77
6,

00
0

22
8,

72
6,

23
8

3,
03

4,
10

0,
23

8
0

計
0

3,
03

4
,1

00
,2

38
2
,2

88
,5

9
8,

00
0

51
6,

77
6,

00
0

22
8,

72
6,

23
8

3,
03

4,
10

0,
23

8
0

　
イ

　
運

営
費

負
担

金
収

益

期
間

進
行

基
準

2,
2
59

,5
88

,0
00

2,
25

9
,5

88
,0

00

費
用

進
行

基
準

29
,0

10
,0

00
29

,0
10

,0
0
0

計
2,

2
88

,5
98

,0
00

2,
28

8
,5

98
,0

00

(8
)　

地
方

公
共

団
体

等
か

ら
の

財
源

措
置

の
明

細
ア

　
補

助
金

等
の

明
細

(単
位

：円
)

建
設

仮
勘

定
補

助
金

等
資

産
見

返
補

助
金

等
資

本
剰

余
金

長
期

預
り

補
助

金
等

収
益

計
上

臨
床

研
修

費
等

補
助

金
26

2,
0
00

26
2,

00
0

宮
城

県
ｺ
ﾛ
ﾅ

感
染

症
対

策
事

業
医

療
提

供
体

制
整

備
費

補
助

金
31

9,
75

2
,0

00
31

9,
75

2,
00

0

宮
城

県
医

療
機

関
等

原
油

価
格

・
物

価
高

騰
対

策
事

業
費

補
助

金
23

,8
27

,0
00

23
,8

27
,0

00

が
ん

診
療

連
携

拠
点

病
院

機
能

強
化

事
業

補
助

金
17

,1
00

,0
00

17
,1

00
,0

00

計
36

0,
94

1
,0

00
0

0
0

0
36

0,
94

1,
00

0

合
計

区
　

　
　

分

期
末

残
高

負
担

金
当

期
交

付
額

期
首

残
高

交
付

年
度

摘
要

左
の

会
計

処
理

内
訳

当
期

交
付

額

業
務

等
区

分
令

和
５

年
度

負
担

分

当
期

振
替

額
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(9
)　

役
員

及
び

職
員

の
給

与
の

明
細

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

(単
位

：
千

円
、

人
)

（
5,

73
0

）
（

5
）

（
0

）
（

0
）

7,
29

9
1

0
0

（
44

5,
52

4
）

（
16

5
）

（
0

）
（

0
）

5,
52

9,
96

7
75

6
4
2
2
,7

8
3

7
2

（
45

1,
25

4
）

（
17

0
）

（
0

）
（

0
）

5,
53

7,
26

6
75

7
4
2
2
,7

8
3

7
2

(注
１

)
　

　
非

常
勤

・
有

期
職

員
に

つ
い

て
は

、
外

数
と

し
て

(　
　

)内
に

記
載

し
て

い
ま

す
。

　
　

ま
た

、
支

給
人

数
に

つ
い

て
は

、
年

間
平

均
支

給
人

数
で

記
載

し
て

い
ま

す
。

(注
２

）
  
 役

員
報

酬
に

つ
い

て
は

、
「
地

方
独

立
行

政
法

人
宮

城
県

立
病

院
機

構
役

員
報

酬
等

規
程

」
に

基
づ

き
支

給
し

て
い

ま
す

。
職

員
給

与
及

び
退

職
手

当
に

つ
い

て
は

、
「
地

方
独

立
行

政
法

人
宮

城
県

立
病

院
機

構
職

員
給

与
規

程
」
及

び
「
地

方
独

立
行

政
法

人
　

　
宮

城
県

県
立

病
院

機
構

職
員

退
職

手
当

規
程

」
に

基
づ

き
支

給
し

て
い

ま
す

。

(注
３

)
　

　
上

記
明

細
に

は
、

法
定

福
利

費
は

含
め

て
い

ま
せ

ん
。

役
員

職
員

計

区
分

報
酬

ま
た

は
給

与
　

退
職

手
当

支
給

額
支

給
人

数
支

給
額

支
給

人
数
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0)

　
開
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5
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9,

19
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45
9,

16
8

11
,4

95
,1

54
,4

50
1,

4
4
4
,7

1
8
,2

8
1

1
2
,9

3
9
,8

7
2
,7

3
1

固
定

資
産

有
形

固
定

資
産

1,
83

9,
53

9,
72

5
6,

34
7,

15
2,

79
7

8,
18

6,
69

2,
52

2
1
1
,2

3
2
,1

9
6

8
,1

9
7
,9

2
4
,7

1
8

現
金

及
び

預
金

40
3,

13
4

3,
56

9,
78

7
3,

97
2,

92
1

1,
4
0
3
,5

1
1
,3

3
2

1
,4

0
7
,4

8
4
,2

5
3

未
収

金
34

9,
05

1,
54

6
1,

86
6,

23
0,

62
2

2,
21

5,
28

2,
16

8
9
5
,0

0
0

2
,2

1
5
,3

7
7
,1

6
8

精
神

医
療

セ
ン

タ
ー

が
ん

セ
ン

タ
ー

計
機

構
本

部
合

計

運
営

費
負

担
金

収
益

資
産

見
返

負
債

戻
入

そ
の

他
営

業
収

益

区
分

営
業

収
益

医
業

収
益

運
営

費
負

担
金

収
益

営
業

費
用

医
業

費
用

そ
の

他
営

業
費

用

営
業

損
益

営
業

外
収

益

一
般

管
理

費

　
（注

）セ
グ

メ
ン

ト
の

区
分

に
つ

い
て

は
、

地
方

独
立

行
政

法
人

宮
城

県
立

病
院

機
構

会
計

規
程

に
基

づ
き

、
経

理
単

位
に

区
分

し
て

い
ま

す
。

(主
要

資
産

内
訳

)

流
動

資
産

そ
の

他
営

業
外

収
益

営
業

外
費

用

財
務

費
用

そ
の

他
営

業
外

費
用

経
常

損
益

総
資

産
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(1
1
)　

医
業

費
用

及
び

一
般

管
理

費
の

明
細

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

（
単

位
：
円

）

　
医

業
費

用
給

与
費

給
料

3
,0

0
0
,1

8
5
,3

4
4

手
当

等
2
,0

4
9
,5

2
1
,6

3
6

賃
金

3
2
6
,3

3
0
,1

5
3

法
定

福
利

費
1
,1

7
3
,8

0
7
,5

1
0

退
職

給
付

費
用

3
2
3
,3

4
2
,7

3
2

賞
与

引
当

金
繰

入
額

4
0
4
,1

2
0
,5

8
8

7
,2

7
7
,3

0
7
,9

6
3

材
料

費
薬

品
費

3
,4

9
8
,6

2
7
,3

3
6

診
療

材
料

費
6
0
3
,7

8
5
,6

7
4

医
療

消
耗

備
品

費
3
,2

4
9
,1

0
0

た
な

卸
資

産
減

耗
費

7
,1

4
6
,4

9
0

4
,1

1
2
,8

0
8
,6

0
0

経
費

報
償

費
1
3
6
,8

9
3
,6

2
5

旅
費

交
通

費
4
,9

1
7
,6

1
6

職
員

被
服

費
9
,8

1
7
,8

0
9

消
耗

品
費

6
0
,6

9
9
,3

4
1

消
耗

備
品

費
2
,8

5
7
,5

4
6

光
熱

水
費

2
4
1
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6
0
,5

5
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燃
料

費
9
2
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1
8
,2

7
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交
際

費
8
8
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食
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費
6
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9
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印
刷

製
本

費
4
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2
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0
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修
繕

費
8
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1
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保
険
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4
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広
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宣
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2
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通
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運
搬
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1
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2
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2
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賃
借
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3
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0
9
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6
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委
託
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1
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3
7
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6
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諸
会

費
3
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5
5
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1
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貸
倒

引
当

金
繰

入
額

1
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雑
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3
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3
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9
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2
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8
0
,5

4
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減
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償
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費 建
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減
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償
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1
6
,8

1
1

構
築

物
減
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却
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9
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1
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械

備
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減
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車
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減
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2
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0
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無
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資
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減
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償
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8
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用
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資
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合
　

計
1
5
,9

3
9
,3

9
2
,0

3
0

科
目

金
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一

般
管

理
費
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給
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当
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物
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築
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器

械
備
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価
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費
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無
形

固
定

資
産

減
価

償
却

費
1
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一
般

管
理

費
合

計
1
9
1
,8

9
2
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7
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(1
2
)　

上
記

以
外

の
主

な
資

産
、

負
債

、
費

用
及

び
収

益
の

明
細

  
現

金
及

び
預

金
の

内
訳

計
1
,4

0
7
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8
4
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5
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現
金

2
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金

1
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0
4
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9
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定
期

預
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0

科
目

金
額

区
分

期
末

残
高

備
考
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